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「ウクライナ向け輸出水産食品の取扱いについて」の一部改正について

標記については、「ウクライナ向け輸出水産食品の取扱いについて」（平成２１年３月２
４日付食安発第０３２４００３号、２０消安第１２８３９号、２０水漁第２３７３号）中
の別紙「ウクライナ向け輸出水産食品の取扱要領」（以下「要領」という。）により取り扱
っているところです。

今般、衛生証明書の発行要件について、要領を別添新旧対照表のとおり改正することと
したので貴管下関係営業者への周知方よろしくお願いします。



ウクライナ向け輸出水産食品の取扱要領新旧対照表 別添

改正後 改正前
（別紙） （別紙）

ウクライナ向け輸出水産食品取扱要領 ウクライナ向け輸出水産食品取扱要領

１～４ 略 １～４ 略

５．証明書の発行 ５．証明書の発行
（１）申請 （１）申請

輸出者は、ウクライナ向け輸出水産食品について輸出を行うごとに、別紙 輸出者は、ウクライナ向け輸出水産食品について輸出を行うごとに、別紙
様式５の申請書に次の書類を添付して、証明書発行機関あて申請を行う。な 様式５の申請書に次の書類を添付して、証明書発行機関あて申請を行う。な
お、③にあっては申請時に提出できない場合には、証明書発行日までに証明 お、③にあっては申請時に提出できない場合には、証明書発行日までに証明
書発行機関に提出するものとする。 書発行機関に提出するものとする。
① インボイスの写し ① インボイスの写し
② パッキング・リストの写し ② パッキング・リストの写し
③ 船荷証券（BL）又は航空貨物運送状（AWB)の写し ③ 船荷証券（BL）又は航空貨物運送状（AWB)の写し
④ 食品衛生法第２７条の規定に基づく食品等輸入届出書（ウクライナ向け ④ 食品衛生法第２７条の規定に基づく食品等輸入届出書（ウクライナ向け
輸出水産食品の主原料が輸入品である場合のみ） 輸出水産食品の主原料が輸入品である場合のみ）

⑤ （２）② c.に該当する場合は、別紙様式１２
なお、予定していた輸出が中止になり証明書が不要となった場合には、輸 なお、予定していた輸出が中止になり証明書が不要となった場合には、輸

出者は、別紙様式６により取消願を提出する。 出者は、別紙様式６により取消願を提出する。
既に輸出者が証明書を受領していたときには、速やかに取消願とともに証 既に輸出者が証明書を受領していたときには、速やかに取消願とともに証

明書を証明書発行機関に対して返却すること。なお、中止された輸出に関す 明書を証明書発行機関に対して返却すること。なお、中止された輸出に関す
る証明書の返却が確認されるまで、証明書発行機関は当該輸出者に対して新 る証明書の返却が確認されるまで、証明書発行機関は当該輸出者に対して新
たな証明書を発行することができない。 たな証明書を発行することができない。

（２）証明書の発行要件 （２）証明書の発行要件
証明書の発行は、次に掲げる要件全てを満たすものに対して行うものとす 証明書の発行は、次に掲げる要件全てを満たすものに対して行うものとす

る。 る。
① ４．（１）の規定により登録された登録施設において最終加工又は最終保 ① ４．（１）の規定により登録された登録施設において最終加工又は最終保

管されたものであること 管されたものであること
② 別添４に規定する検査を行い、別添４に掲げる検査基準を満たしている ② 別添４に規定する検査を行い、別添４に掲げる検査基準を満たしている
ものであること。ただし、登録施設が、次の a.から c.までのいずれかの要 ものであること。
件に該当する場合、証明書発行機関による輸出の都度の官能検査を省略す
ることができる。
a. 「対 EU 輸出水産食品の取扱いについて」に基づく認定を受けている施

設及び輸出品目であること。
b. 「対米輸出水産食品の取扱いについて」に基づく認定を受けている施設



及び輸出品目であること。
c. 別添５に示す運用に基づく手続を実施していること。

③ 関税法（昭和２９年法律第６１号）第２条第 1 項第４号に規定する「内 ③ 関税法（昭和２９年法律第６１号）第２条第 1 項第４号に規定する「内
国貨物」であること 国貨物」であること

（３）略 （３）略

（４）官能検査の強化
ウクライナの食品衛生に関する法令に違反した旨の連絡をウクライナ政府

から受けるなど、輸出貨物に問題が発生した場合、（２）②の a.から c.までの
いずれかの要件を満たしたものであっても、証明書発行機関による輸出の都
度の官能検査によって別添４の２に掲げる検査基準を満たしていることを確
認すること。

ただし、問題点の原因究明及び改善措置について、証明書発行機関を通じ
監視安全課あて報告し、改善されたと判断された場合にあっては、監視安全
課の指示により、官能検査の強化を解除することができる。

（５）証明書発行の停止 （４）証明書発行の停止
証明書発行機関は、次のいずれかの場合に該当するときは、監視安全課、 証明書発行機関は、次のいずれかの場合に該当するときは、監視安全課、

畜水産安全管理課及び加工流通課と協議の上、当該輸出者に対する証明書の 畜水産安全管理課及び加工流通課と協議の上、当該輸出者に対する証明書の
発行を停止することができる。 発行を停止することができる。
① 提出書類の記載内容が虚偽又は不実であると認められる場合又はその疑 ① 提出書類の記載内容が虚偽又は不実であると認められる場合又はその疑
いがある場合 いがある場合

② 過去に交付を受けた証明書の不正使用が判明している輸出者からの申請 ② 過去に交付を受けた証明書の不正使用が判明している輸出者からの申請
であって、当該輸出者に証明書を交付した際に証明書の適正使用が確保さ であって、当該輸出者に証明書を交付した際に証明書の適正使用が確保さ
れないと判断される場合 れないと判断される場合

③ その他相当の理由があると認められる場合 ③ その他相当の理由があると認められる場合

（６）報告 （５）報告
証明書発行機関は、加工流通課の指示に従い、証明書発行について、加工 証明書発行機関は、加工流通課の指示に従い、証明書発行について、加工

流通課長あて報告を行う。 流通課長あて報告を行う。

６．略 ６．略



改正後 改正前
（別添） （別添）

１～４ 略 １～４ 略

別添５
ウクライナ向け輸出水産食品の官能検査の運用

ウクライナへ輸出される水産食品の衛生証明書の発行に当たっては、下記の手
続を行うことにより、衛生証明書発行機関による輸出の都度の官能検査を省略す
ることができる。

１．品質確認者の選任
輸出者は、輸出者自らが定めた品質確認者（食品衛生責任者の資格を有する等、

食品衛生の知識を有する者）を選任すること。

２．官能検査
選任された品質確認者は、輸出の都度、別添４に掲げる官能検査を実施し、当

該官能検査基準を満たしていることを確認するとともに、別紙様式１２に結果を
記載すること。

輸出者は、官能検査結果が記載された別紙様式１２を、証明書発行機関に提出
するとともに、写しを３年間保管すること。

また、証明書発行機関は提出された別紙様式１２を３年間保管すること。

３．その他
品質確認者は、輸出される水産物について別添４に掲げられる官能検査の他、

以下の状況についても確認すること。
１）衛生的かつ適切な温度下で官能検査が行われていること。
２）申請内容と荷口が適合していること。

４．官能検査の検証
輸出者は、１年間に１回以上、登録検査機関による官能検査を実施し、別添４

に掲げる官能検査基準を満たしていることを確認すること。品質確認者は、当該
検査に立ち会い、自ら行う官能検査方法の妥当性について検証を行うこと。



改正後 改正前
（別紙様式） （別紙様式）

１～１１ 略 １～１１ 略

別紙様式１２

年 月 日

証明書発行機関長 殿

申請者
住所
氏名

（法人にあっては、その所在地、名称及び代表者の氏名）

ウクライナ向け輸出水産食品の官能検査実施報告書

ウクライナ向け輸出水産食品の輸出に当たり、下記のとおり官能検査を実施し、
品質に問題がないことを確認しましたので報告いたします。

記

１．輸出水産物の品名
２．登録施設名及び登録番号
３．輸出年月日
４．品質確認者氏名
５．官能検査確認内容

項目 判定基準 品質確認者署名

鱗とひれにほとんど損傷がなく、鱗が簡単に抜け落
外観 ちない状態である。

皮膚表面に寄生虫が付いていない（冷凍、加熱食品
及び高度加工品は除く）。

におい 魚類特有のにおいであり、鮮度低下に伴うアンモニ



ア臭等の異臭がない。

組織 筋肉が引き締まって弾力があり、内臓もはっきりと
識別でき、鮮度が良好である。

その他 衛生的かつ適切な温度下で官能検査を実施した。

その他 申請内容と荷口が適合していることを確認した。
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